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１．はじめに 

道路トンネルの分岐合流部の非開削工事において

は，シールドマシンで切削可能な切削セグメントが

用いられる．切削セグメントの補強筋材には，従来，

CFRP 筋材（炭素繊維強化プラスチック）が用いられ

てきた．今回，補強筋材に GFRP 筋材（ガラス繊維

強化プラスチック）を用い，コンクリートに鋼繊維を

混入することで，ひび割れ抵抗性に優れ，経済的な切

削セグメントを開発した． 

既往の論文 1)では，本切削セグメントの部材曲げ試

験を実施した結果を報告した．本稿では，本切削セグ

メントのせん断耐力算定手法の妥当性を確認するた

めに実施した部材せん断試験の結果を報告する．本

切削セグメントの概要および使用材料を図 1 に示す． 
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図 1 本切削セグメントの概要および使用材料 

２．構造概要および特徴 

GFRP 筋材を用いた切削セグメントのせん断耐力

は，GFRP 筋材の弾性係数が鉄筋や CFRP 筋材と比較

して小さいため，鉄筋や CFRP 筋材を用いた構造と

比較して小さくなる．そこで本切削セグメントでは，

鋼繊維の混入により，せん断耐力を高める構造とし

た．せん断力に対する耐荷機構の特徴を表 1 に示す。 

ここで，せん断補強筋が計算上必要な場合，既往の

指針 2）に準じると，鉄筋の弾性係数（=200kN/mm2）

よりも GFRP 筋材の弾性係数（=60kN/mm2）が小さ

いことを補うため，最小せん断補強筋材比を両者の

弾性係数の比率分割増した 0.50%(=0.15％×(200/60))

以上の配置とする必要があり、コスト増加の要因と

なる．そこで，本切削セグメントでは，鋼繊維混入に

よる補強効果に期待し，せん断補強筋を鉄筋コンク

リート構造の最小せん断補強筋材比（0.15％）と同程

度として試験を行うこととした． 

表 1 せん断力に対する耐荷機構の特徴 
  構造 

性能   鋼繊維を混入 GFRP を補強 
筋材に配置 

コンクリート

の分担力 Vc 
せん断強度増加 ダウエル効果低下 

（主筋） 
せん断補強筋

の分担力 Vs 
－ GFRP による分担 

（せん断補強筋） 

３．せん断耐力算定手法 

本切削セグメントのせん断耐力は，既往の指針を組

み合わせて算定する。せん断耐力算定式を以下に示す． 

①コンクリートの分担するせん断力 Vc の算定（既往

の指針 2）および既往の指針 3)参照） 

Vc=βd･βp･βn･fvcd･bw･d ⁄γb 

fvcd=0.20･(1+κ)･3√(fcd)（N/mm2） 

βd=4√(1⁄d)（βd>1.5 の場合は 1.5 とする） 

βp=3√(100pwEfu/E0)（βp >1.5の場合は 1.5とする） 

βn=1+M0 ⁄Md（βn>2 の場合は 2 とする） 
上記の算定式では，鋼繊維混入による補強効果を κ

（=1.0）で評価している．また，主筋材のダウエル効果

を評価する βp については，GFRP 筋材の弾性係数が反

映されている． 

②せん断補強筋に配置する GFRP 筋材が分担するせ

ん断力 Vs の算定（既往の指針 2）参照） 

Vs=[Aw･Ew･εfwd･（sinαs+cosαs）/ss]･z/γb 

せん断補強筋が分担するせん断力 Vs は，既往の指針

2）に準じ算定する．ただし，本切削セグメントにおける

せん断補強筋の最小筋材量は，鋼繊維の補強効果に期

待し，既往の指針 2）の規定は考慮しないものとする．
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４．部材せん断試験 

４.１．試験概要および試験ケース 

本切削セグメントのせん断耐力を確認するため，

部材せん断試験を実施した．試験体は 1 辺 250mm の

正方形断面，長さ 1,600mm のはり部材とし，荷重は

鉛直方向の線荷重を中央 1 点に破壊が生じるまで載

荷した．なお，せん断スパン比は 2.8 とし，せん断破

壊が先行するよう，主筋には GFRP 筋材 φ25×5 本を

配置した．試験体概要図を図 2 に示す． 

試験は，コンクリートが負担するせん断力 Vcを確

認するため，せん断補強筋を配置しない CASE1 と，

せん断補強筋材が負担するせん断力Vsを確認するた

め，せん断補強筋材比 0.2％（GFRP 筋材 φ8＠95mm）

を配置した CASE2 を実施した．試験ケースを表 2 に，

使用材料を表 3 に示す． 

 

図 2 試験体概要図 

表 2 試験ケース一覧 

ケース 鋼繊維 主筋（引張側） 
GFRP 筋材 

せん断補強筋 
GFRP 筋材 

CASE1 1.0vol.% φ25×5 本 － 

CASE2 1.0vol.% φ25×5 本 φ8＠95 

表 3 使用材料（［ ］内は実強度の値） 

使用材料 せん断筋： 
GFRPφ8 

主筋： 
GFRPφ25 

コンク 
リート 

引張強度

（N/mm2） 
1,000 

［1,436］ 
1,000 

［1,202］ － 

圧縮強度

（N/mm2） － － 60.0 
［73.5］ 

弾性係数 
（N/mm2） 

60,000 
［62,600］ 

60,000
［51,900］ 

35,000 
［40,700］ 

４.２．試験結果および分析 

試験により得られた荷重-変位関係を図 3 に，試験

結果と設計値の比較結果を表 4 に，試験体の破壊状

況を図 4 に示す．破壊性状は，CASE1 と CASE2 と

もに，斜めひび割れの開口によるせん断破壊となっ

た．試験における最大荷重については，設計値（安全

係数は既往の指針等に基づき設定した）および実強

度による算定値（安全係数は 1.0 とした）を上回る結

果となった．実強度による算定値を上回ったのは，鋼

繊維混入による補強効果 κ が 1.0 以上だったことに

よるものと考えられる． 

ここで，CASE1 と CASE2 の最大荷重の差は 39kN

であった．これは，計算上のせん断補強筋の分担力

44kN と同等であり，せん断補強筋の GFRP 筋材によ

る補強効果を適切に評価できることを確認した．な

お，鋼繊維の混入により，最大荷重到達後も脆性的な

破壊は見られなかった． 

 
図 3 荷重-変位関係（CASE1，CASE2） 

表 4 試験結果と算定値の比較 

ケース 設計値 
(kN) 

試験結果 
(kN) 

実強度による 
算定値(kN) 

CASE1 190 393（207％） 268 
CASE2 222 432（195％） 312 

※（ ）内は設計値に対する比率 

 
図 4 試験体の破壊状況（CASE2） 

５．まとめ 

本試験を通じて，GFRP 筋材および鋼繊維を用いた

切削セグメントについて，せん断補強筋材を配置し

ない場合およびせん断補強筋材を 0.2％配置した場

合ともに，既往の指針を組み合わせたせん断耐力算

定式が適用可能であることを確認した． 
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